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必
要
と
す
る
職
員
数
を
調
べ
、
そ
れ
を
被
災
県
に
要

請
す
る
こ
と
が
基
本
に
な
る
。
被
災
県
は
、
自
治
体

か
ら
集
ま
る
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
結
果
を
総
務
省

に
伝
達
す
る
と
い
う
手
続
き
を
取
る
。
そ
れ
を
受
け

た
総
務
省
は
、
全
国
市
長
会
や
全
国
町
村
会
に
職
員

派
遣
を
促
す
と
い
う
方
法
で
あ
る
。

　

こ
の
方
法
に
は
、
２
つ
問
題
が
あ
る
。
一
つ
は
、

被
災
自
治
体
が
必
要
な
職
員
数
を
調
べ
、
そ
れ
を
県

に
要
望
す
る
と
い
う
形
式
で
あ
る
。
被
災
団
体
は
、

既
に
人
手
不
足
で
あ
る
。
職
員
の
不
足
数
を
把
握

し
、
そ
れ
を
報
告
す
る
余
裕
は
な
い
。
ま
た
、
こ
の

仕
組
み
で
は
時
間
が
か
か
る
。
自
治
体
か
ら
県
、
そ

こ
か
ら
総
務
省
を
経
て
、
知
事
会
や
市
長
会
に
つ
な

が
る
が
、
そ
の
間
に
別
の
支
援
活
動
が
展
開
さ
れ
る

可
能
性
が
高
い
。

　

２
つ
目
は
、
関
西
広
域
連
合
な
ど
広
域
連
携
組
織

に
よ
る
支
援
で
あ
る
。
今
回
、
関
西
広
域
連
合
が
実

施
し
た
被
災
地
支
援
が
迅
速
で
あ
っ
た
こ
と
や
、
支

援
活
動
の
効
果
が
優
れ
て
い
た
こ
と
な
ど
に
高
い
評

価
が
出
て
い
る
。
発
災
直
後
の
３
月
13
日
に
関
西
広

域
連
合
の
委
員
で
あ
る
知
事
が
集
ま
り
、
支
援
す
る

被
災
地
を
確
定
し
現
地
に
連
絡
事
務
所
を
設
置
す
る

こ
と
な
ど
を
決
め
た
。
大
阪
府
と
和
歌
山
県
が
岩
手

県
を
支
援
す
る
一
方
、
兵
庫
県
と
鳥
取
県
、
そ
れ
に

徳
島
県
は
宮
城
県
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
滋
賀
県
と

京
都
府
は
福
島
県
を
カ
バ
ー
す
る
と
い
う
よ
う
に
、

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
を
明
確
に
し
た
こ
と
が
、
広
域

連
合
の
支
援
活
動
が
成
功
し
た
秘
訣
と
考
え
ら
れ

る
。

　

そ
の
上
、
関
西
広
域
連
合
で
は
現
地
に
連
絡
事
務

所
を
置
い
た
。
宮
城
県
を
支
援
し
た
チ
ー
ム
は
、
宮

城
県
庁
内
部
に
現
地
支
援
本
部
を
設
置
す
る
と
同
時

に
、
気
仙
沼
市
、
南
三
陸
町
、
石
巻
市
に
そ
れ
ぞ
れ

現
地
事
務
所
を
開
設
し
た
。
こ
れ
が
被
災
地
の
要
望

を
吸
収
す
る
点
で
、
大
き
な
役
割
を
担
っ
た
と
評
価

さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
似
た
事
例
に
東
京
都
多
摩
地

区
の
26
市
が
実
施
し
た
試
み
が
あ
る
。
こ
こ
で
は
、

関
西
広
域
連
合
と
ほ
ぼ
同
じ
よ
う
に
支
援
相
手
先
を

５
つ
の
グ
ル
ー
プ
に
分
け
、
そ
れ
ぞ
れ
に
複
数
の
自

治
体
が
割
り
当
て
ら
れ
た
。
救
援
活
動
を
集
中
し
て

行
う
の
が
、
そ
の
意
図
で
あ
る
。

単
独
型
（
北
九
州
市
）
と 

ス
ク
ラ
ム
型
（
杉
並
区
）

　

３
つ
目
は
、
北
九
州
市
が
展
開
し
た
方
法
で
あ

る
。
北
九
州
市
は
、
ほ
と
ん
ど
関
係
の
な
か
っ
た
釜

石
市
を
積
極
的
に
支
援
し
た
。
両
市
が
鉄
鋼
産
業
と

い
う
共
通
項
を
も
つ
か
ら
で
あ
る
が
、
当
初
、
北
九

州
市
は
釜
石
市
と
の
連
絡
に
困
っ
た
。
被
災
地
は
北

九
州
市
か
ら
の
連
絡
に
答
え
る
余
裕
す
ら
な
か
っ
た

た
め
で
あ
る
。
そ
こ
で
北
九
州
市
は
自
発
的
に
支
援

活
動
を
開
始
す
る
こ
と
に
し
た
。
８
月
１
日
に
は
釜

石
市
役
所
内
に
、「
北
九
州
市
・
釜
石
デ
ス
ク
」
が
設

置
さ
れ
、
北
九
州
市
の
職
員
は
現
地
で
避
難
所
運
営

や
戸
籍
・
住
民
票
の
交
付
、
そ
れ
に
選
挙
事
務
を
担

当
し
た
。
そ
の
後
、
区
画
整
理
や
廃
棄
物
処
理
、
そ

れ
に
保
険
健
康
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
補
助
し
て
い

る
。
北
九
州
市
で
は「
支
援
職
員
登
録
」と
呼
ば
れ
る

制
度
を
実
施
し
て
い
る
。
８
０
０
０
人
の
職
員
に
支

援
活
動
が
で
き
る
人
材
を
登
録
さ
せ
、
こ
の
リ
ス
ト

か
ら
ス
タ
ッ
フ
を
派
遣
す
る
仕
組
み
で
あ
る
。
現
在
、

１
０
０
０
名
近
い
職
員
名
が
登
録
さ
れ
て
い
る
。

　

最
後
は
、
東
京
都
杉
並
区
が
は
じ
め
た
方
法
で
あ

る
。
こ
れ
は
、
複
数
の
自
治
体
が
一
つ
の
被
災
自
治

体
を
支
援
す
る
「
ス
ク
ラ
ム
支
援
」
と
い
う
形
を
と

る
。
杉
並
区
は
も
と
も
と
南
相
馬
市
と
災
害
援
助
協

定
を
結
ん
で
き
た
。
こ
れ
に
基
づ
い
て
、
同
区
は
南

相
馬
市
の
支
援
を
は
じ
め
る
が
、
そ
れ
に
あ
わ
せ
杉

並
区
は
、
姉
妹
都
市
提
携
を
結
ぶ
新
潟
県
小
千
谷

市
、
北
海
道
名
寄
市
、
群
馬
県
東
吾
妻
町
に
も
働
き

か
け
、
ス
ク
ラ
ム
を
組
ん
で
南
相
馬
市
を
支
援
す
る

こ
と
を
呼
び
か
け
た
。
災
害
支
援
協
定
が
姉
妹
都
市

提
携
に
結
び
つ
い
た
、
珍
し
い
事
例
に
な
っ
た
。

　

今
回
出
て
き
た
自
治
体
間
の
支
援
活
動
は
、
こ
の

先
も
さ
ら
に
新
し
い
方
法
を
生
む
可
能
性
が
あ
る
。

い
ず
れ
の
方
式
を
採
る
に
せ
よ
、
狙
い
は
被
災
地
の

一
日
も
早
い
復
旧
と
復
興
で
あ
る
こ
と
に
は
間
違
い

が
な
い
。

（
本
稿
の
資
料
整
理
に
は
、
明
治
大
学
助
手
・
飯
塚
智
規
君

の
協
力
を
得
て
い
る
）

自
治
体
間
の
災
害
支
援
協
定

　

明
治
大
学
危
機
管
理
研
究
セ
ン
タ
ー
で
は
、

２
０
１
１
年
９
月
〜
10
月
に
か
け
、
基
礎
自
治

体
を
対
象
に
危
機
管
理
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
。
政
令
市
19
団
体
、
中
核
市

41
団
体
、
特
例
市
40
団
体
、
そ
れ
に
特
別
区
23

団
体
の
合
わ
せ
て
１
２
３
団
体
が
対
象
に
な
っ

た
。
調
査
に
は
80
団
体
か
ら
返
答
が
寄
せ
ら
れ
、

回
収
率
は
65
・
０
％
で
あ
る
。

　

今
回
の
震
災
で
は
、
各
地
の
自
治
体
が
被
災
地
へ

さ
ま
ざ
ま
な
支
援
活
動
を
行
っ
た
。
中
に
は
、
支
援

協
定
に
基
づ
い
て
活
動
を
始
め
た
と
こ
ろ
も
あ
っ

た
。
調
査
で
は
、
隣
接
し
な
い
県
外
の
自
治
体
と

遠
地
支
援
協
定
を
締
結
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
74
件

（
92
・
５
％
）と
、
多
数
に
上
っ
た
。
隣
接
し
な
い
が

県
内
の
団
体
と
協
定
を
結
ん
で
い
る
と
こ
ろ
は
、
58

例（
72
・
５
％
）で
あ
る
。
一
方
、
隣
接
し
た
同
じ
県

内
の
近
地
自
治
体
間
で
の
支
援
協
定
は
、
70
事
例

（
87
・
５
％
）に
及
ん
だ
。
反
対
に
、
隣
接
す
る
が
県

外
の
近
地
域
外
提
携
は
、
25
例（
31
・
３
％
）と
や
や

少
な
め
に
な
っ
て
い
る
。

自
治
体
支
援
の
き
っ
か
け

　

支
援
し
た
自
治
体
に
、
複
数
回
答
で
そ
の
き
っ
か

け
を
尋
ね
た
。
回
答
で
は
、
広
域
連
携
組
織
か
ら

の
要
請
が
一
番
多
く
95
件
（
15
・
８
％
）
に
上
っ
た
。

こ
れ
に
全
国
市
長
会
か
ら
の
要
請
と
答
え
た
94
件

（
15
・
７
％
）が
続
い
た
。
危
機
管
理
の
協
定
に
基
づ

い
て
支
援
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
も
90
件（
15
・
０
％
）

に
及
ん
で
い
る
。
た
だ
、
事
例
と
し
て
最
も
多
い
の

は「
そ
の
他
」の
２
７
６
件（
46
・
０
％
）で
あ
る
。
こ

の
中
に
は
、
県
か
ら
の
要
請
の
他
、
被
災
地
か
ら
直

接
、
要
望
が
あ
っ
た
な
ど
の
回
答
が
含
ま
れ
た
。

　

支
援
の
中
身
に
つ
い
て
は
、
従
来
、
職
員
派
遣
、

消
防
支
援
、
そ
れ
に
生
活
物
資
援
助
の
３
つ
の
案
件

に
ほ
ぼ
限
定
さ
れ
て
き
た
。
今
回
、
救
援
物
資
を
送

付
し
た
自
治
体
が
73
件（
91
・
３
％
）に
達
し
た
。
ほ

ぼ
、
す
べ
て
の
自
治
体
が
被
災
地
に
物
質
支
援
を
し

た
こ
と
に
な
る
。
支
援
活
動
で
は
、
避
難
住
民
の
受

け
入
れ
を
行
っ
た
自
治
体
が
63
件
（
78
・
８
％
）
に

上
っ
た
こ
と
が
目
を
引
く
。
そ
の
他
で
は
、
避
難
所

の
運
営
（
35
件
）、
被
災
地
で
の
保
健
福
祉
活
動
（
59

件
）や
救
護
医
療
活
動（
39
件
）な
ど
を
担
当
し
た
事

例
が
比
較
的
、
多
数
に
な
っ
て
い
る
。

自
治
体
支
援
の
４
つ
の
パ
タ
ー
ン

　

震
災
で
実
施
さ
れ
た
自
治
体
間
の
支
援
活
動
を
整

理
す
る
と
、
お
お
む
ね
４
つ
の
形
に
分
類
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
一
つ
目
は
、
国
と
全
国
知
事
会
や
全
国

市
長
会
な
ど
地
方
六
団
体
が
関
わ
る
ス
キ
ー
ム
で
あ

る
。
総
務
省
は
、
２
０
１
１
年
３
月
22
日
に
「
東
北

地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
係
わ
る
被
災
地
方
公
共
団
体

に
対
す
る
人
的
支
援
」
と
題
す
る
文
書
を
、
知
事
、

政
令
市
市
長
、
そ
れ
に
地
方
六
団
体
に
送
付
し
て
い

る
。
こ
の
仕
組
み
で
は
、
被
災
し
た
自
治
体
自
身
が

自
治
体
の
災
害
支
援
活
動
│
方
法
と
実
績
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